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【 別 紙 】 温 室 効 果 ガ ス 算 定 排 出 量 等 の 報 告 等 に 関 す る 命 令 の 一 部 を 改 正 す る 命 令 案 新 旧 対 照 表  

改       正       後 改       正        前 
（ 用 語 ） 

第 一 条 こ の 命 令 に お い て 使 用 す る 用 語 は 、 地 球 温 暖 化 対 策 の 推

進 に 関 す る 法 律 （ 以 下 「 法 」 と い う 。 ） 及 び 地 球 温 暖 化 対 策 の

推 進 に 関 す る 法 律 施 行 令 （ 以 下 「 令 」 と い う 。 ） に お い て 使 用

す る 用 語 の 例 に よ る ほ か 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 の 意 義 は 、 そ

れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る と こ ろ に よ る 。 

一 ～ 三  （ 略 ）  

四 「 調 整 後 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 」 と は 、 特 定 排 出 者 が 事 業 活

動 に 伴 い 排 出 し た 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 を 、 特 定 排 出 者 が 取

得 等 を し た 国 内 認 証 排 出 削 減 量 及 び 海 外 認 証 排 出 削 減 量 等 を

勘 案 し て 、 環 境 大 臣 及 び 経 済 産 業 大 臣 が 定 め る 方 法 に よ り 調

整 し て 得 た 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 を い う 。 

 

 

五 ・ 六 （ 略 ） 

 

 

 

 

（ 用 語 ） 

第 一 条 こ の 命 令 に お い て 使 用 す る 用 語 は 、 地 球 温 暖 化 対 策 の 推

進 に 関 す る 法 律 （ 以 下 「 法 」 と い う 。 ） 及 び 地 球 温 暖 化 対 策 の

推 進 に 関 す る 法 律 施 行 令 （ 以 下 「 令 」 と い う 。 ） に お い て 使 用

す る 用 語 の 例 に よ る ほ か 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 の 意 義 は 、 そ

れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る と こ ろ に よ る 。 

一 ～ 三  （ 略 ） 

四 「 調 整 後 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 」 と は 、 特 定 排 出 者 が 事 業 活

動 に 伴 い 排 出 し た 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 を 、 京 都 議 定 書 第 三

条 の 規 定 に 基 づ く 約 束 を 履 行 す る た め に 特 定 排 出 者 が 自 主 的

に 取 得 し 国 の 管 理 口 座 へ 移 転 し た 算 定 割 当 量 、 特 定 排 出 者 が

取 得 等 を し た 国 内 認 証 排 出 削 減 量 及 び 海 外 認 証 排 出 削 減 量 等

を 勘 案 し て 、 環 境 大 臣 及 び 経 済 産 業 大 臣 が 定 め る 方 法 に よ り

調 整 し て 得 た 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 を い う 。 

五 ・ 六 （ 略 ） 
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（ 報 告 の 方 法 等 ） 
第 四 条 （ 略 ） 

２ 特 定 事 業 所 排 出 者 が 行 う 法 第 二 十 六 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 報

告 に 係 る 同 項 の 主 務 省 令 で 定 め る 事 項 （ 特 定 事 業 所 に 係 る 同 項

の 規 定 に よ る 報 告 に 係 る 同 項 の 主 務 省 令 で 定 め る 事 項 を 除

く 。 ） は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 事 項 （ 第 二 号 に 掲 げ る 事 項 に つ い

て は 当 該 特 定 事 業 所 排 出 者 が 令 第 五 条 第 六 号 か ら 第 十 二 号 ま で

に 掲 げ る 者 の い ず れ か で あ る 場 合 に 限 り 、 第 四 号 に 掲 げ る 事 項

に つ い て は 当 該 特 定 事 業 所 排 出 者 が 同 条 第 一 号 に 掲 げ る 者 で あ

る 場 合 に 限 り 、 第 五 号 か ら 第 十 一 号 ま で に 掲 げ る 事 項 に つ い て

は そ れ ぞ れ 当 該 特 定 事 業 所 排 出 者 が 同 条 第 六 号 か ら 第 十 二 号 ま

で に 掲 げ る 者 で あ る 場 合 に 限 り 、 第 十 三 号 に 掲 げ る 事 項 に つ い

て は 当 該 特 定 事 業 所 排 出 者 が 国 内 認 証 排 出 削 減 量 又 は 海 外 認 証

排 出 削 減 量 を 用 い て 調 整 後 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 を 算 定 し た 場 合

に 限 る 。 ） と す る 。 

一 ～ 一 二 （ 略 ） 

一 三 国 内 認 証 排 出 削 減 量 の 種 別 ご と の 合 計 量 及 び 海 外 認 証 排

出 削 減 量 の 種 別 ご と の 合 計 量 

３ ～ ８ （ 略 ） 

 

第 四 条 の 二 前 条 第 二 項 第 十 二 号 及 び 第 十 三 号 に 掲 げ る 事 項 の 報

告 は 、 国 内 認 証 排 出 削 減 量 及 び 海 外 認 証 排 出 削 減 量 の 種 別 、 数

（ 報 告 の 方 法 等 ） 

第 四 条 （ 略 ） 

２ 特 定 事 業 所 排 出 者 が 行 う 法 第 二 十 六 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 報

告 に 係 る 同 項 の 主 務 省 令 で 定 め る 事 項 （ 特 定 事 業 所 に 係 る 同 項

の 規 定 に よ る 報 告 に 係 る 同 項 の 主 務 省 令 で 定 め る 事 項 を 除

く 。 ） は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 事 項 （ 第 二 号 に 掲 げ る 事 項 に つ い

て は 当 該 特 定 事 業 所 排 出 者 が 令 第 五 条 第 六 号 か ら 第 十 二 号 ま で

に 掲 げ る 者 の い ず れ か で あ る 場 合 に 限 り 、 第 四 号 に 掲 げ る 事 項

に つ い て は 当 該 特 定 事 業 所 排 出 者 が 同 条 第 一 号 に 掲 げ る 者 で あ

る 場 合 に 限 り 、 第 五 号 か ら 第 十 一 号 ま で に 掲 げ る 事 項 に つ い て

は そ れ ぞ れ 当 該 特 定 事 業 所 排 出 者 が 同 条 第 六 号 か ら 第 十 二 号 ま

で に 掲 げ る 者 で あ る 場 合 に 限 り 、 第 十 三 号 に 掲 げ る 事 項 に つ い

て は 当 該 特 定 事 業 所 排 出 者 が 算 定 割 当 量 、 国 内 認 証 排 出 削 減 量

又 は 海 外 認 証 排 出 削 減 量 を 用 い て 調 整 後 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 を

算 定 し た 場 合 に 限 る 。 ） と す る 。 

一 ～ 一 二 （ 略 ） 

一 三 算 定 割 当 量 の 合 計 量 、 国 内 認 証 排 出 削 減 量 の 種 別 ご と の

合 計 量 及 び 海 外 認 証 排 出 削 減 量 の 種 別 ご と の 合 計 量 
３ ～ ８ （ 略 ） 

 

第 四 条 の 二 前 条 第 二 項 第 十 二 号 及 び 第 十 三 号 に 掲 げ る 事 項 の 報

告 は 、 算 定 割 当 量 の 種 別 、 数 量 、 識 別 番 号 そ の 他 調 整 後 温 室 効
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量 、 特 定 番 号 及 び 識 別 番 号 そ の 他 調 整 後 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 の

算 定 に 必 要 な 情 報 に つ い て の 事 業 所 管 大 臣 に 対 す る 説 明 と 併 せ

て 行 う も の と す る 。 

２ ・ ３ （ 略 ） 

 

（ 調 整 後 排 出 係 数 の 公 表 ） 

第 二 十 条 の 二 環 境 大 臣 及 び 経 済 産 業 大 臣 は 、 事 業 者 が 行 う 他 の

者 の 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 に 寄 与 す る 取 組 を 促 進 す る た

め 、 電 気 事 業 者 （ 電 気 事 業 法 （ 昭 和 三 十 九 年 法 律 第 百 七 十 号 ）

第 二 条 第 一 項 第 三 号 に 規 定 す る 小 売 電 気 事 業 者 及 び 同 項 第 九 号

に 規 定 す る 一 般 送 配 電 事 業 者 を い う 。 以 下 こ の 条 に お い て 同

じ 。 ） ご と に 調 整 後 排 出 係 数 （ 他 人 か ら 供 給 さ れ た 電 気 の 使 用

に 伴 う 二 酸 化 炭 素 の 排 出 の 程 度 を 示 す 係 数 で あ っ て 、 電 気 事 業

者 に お け る 国 内 認 証 排 出 削 減 量 及 び 海 外 認 証 排 出 削 減 量 の う ち

適 切 と 認 め ら れ る も の の 取 得 等 を 反 映 し た も の を い う 。 以 下 こ

の 条 に お い て 同 じ 。 ） 及 び 当 該 調 整 後 排 出 係 数 を 求 め る た め に

必 要 と な っ た 情 報 を 収 集 す る と と も に 、 そ の 内 容 を 確 認 し 、 当

該 調 整 後 排 出 係 数 を 公 表 す る も の と す る 。 

 

 

 

果 ガ ス 排 出 量 の 算 定 に 必 要 な 情 報 に つ い て の 事 業 所 管 大 臣 に 対

す る 説 明 と 併 せ て 行 う も の と す る 。 

 

２ ・ ３ （ 略 ） 

 

（ 調 整 後 排 出 係 数 の 公 表 ） 

第 二 十 条 の 二 環 境 大 臣 及 び 経 済 産 業 大 臣 は 、 京 都 議 定 書 第 三 条

の 規 定 に 基 づ く 約 束 を 履 行 す る た め に 事 業 者 が 自 主 的 に 行 う 算

定 割 当 量 の 取 得 及 び 国 の 管 理 口 座 へ の 移 転 並 び に 事 業 者 が 行 う

他 の 者 の 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 抑 制 等 に 寄 与 す る 取 組 を 促 進 す

る た め 、 電 気 事 業 者 （ 電 気 事 業 法 （ 昭 和 三 十 九 年 法 律 第 百 七 十

号 ） 第 二 条 第 一 項 第 三 号 に 規 定 す る 小 売 電 気 事 業 者 及 び 同 項 第

九 号 に 規 定 す る 一 般 送 配 電 事 業 者 を い う 。 以 下 こ の 条 に お い て

同 じ 。 ） ご と に 調 整 後 排 出 係 数 （ 他 人 か ら 供 給 さ れ た 電 気 の 使

用 に 伴 う 二 酸 化 炭 素 の 排 出 の 程 度 を 示 す 係 数 で あ っ て 、 電 気 事

業 者 に お け る 算 定 割 当 量 の 取 得 及 び 管 理 口 座 へ の 移 転 等 を 反 映

し た も の を い う 。 以 下 こ の 条 に お い て 同 じ 。 ） 及 び 当 該 調 整 後

排 出 係 数 を 求 め る た め に 必 要 と な っ た 情 報 を 収 集 す る と と も に

、 そ の 内 容 を 確 認 し 、 当 該 調 整 後 排 出 係 数 を 公 表 す る も の と す

る 。 
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様式第１（第４条関係） 
温室効果ガス算定排出量等の報告書 

年   月   日 
事業所管大臣（地方支分部局長） 殿 

報告者 住  所 〒 
法 人 名 

代表者の役職名 

代表者の氏名                 印 
 

地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律第 117 号。以下「法」という。）第 26 条第１項
及び第２項の規定により、温室効果ガス算定排出量等に関する事項について、次のとおり報告します。 

 
特定排出者コード          
特定事業者番号 

（特定連鎖化事業者番号）  
（ふりがな） 

特 定 排 出 者 の 名 称 
 

（前回の報告における名称） 

 

 
 

所 在 地 
 

（ふりがな） 

〒   －     
都道 市区 
府県 町村 

 
 
 

商 標 又 は 商 号 等  
特定排出者の主たる事業  事業コード     
特定排出者の主たる事業を所管する大臣  
特定排出者において常時使用される従業員の数  
温室効果ガス算定排出量及び調整後温室効果ガス排出量 第１表、第２表及び別紙のとおり 
権利利益の保護に係る請求の有無 
（該当するものに○をすること） 

１．有 
 
２．無 

その他の関連情報の提供の有無 
（該当するものに○をすること） 

１．有 
 
２．無 

 
担   当   者 
（問い合わせ先） 

 
 

部     署  
（ふりがな） 

氏     名 
 

電 話 番 号  

※受理年月日     年   月   日 ※処理年月日     年   月   日 
 
備考 １ 本報告書は、特定排出者ごとに作成すること。 

２ 代表者の氏名を記載し、押印することに代えて、代表者本人が署名することができる。 
３ 特定排出者コードの欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定めるところにより、特定排出者ごと
に付された番号を記載すること。 

４ 特定事業者番号（特定連鎖化事業者番号）の欄には、別途経済産業大臣が付した番号がある場合
に記載すること。 

５ 前回の報告における名称の欄は、変更された場合のみ記載すること。 
６ 特定排出者が連鎖化事業者に該当する場合にあっては、商標又は商号等の欄に当該連鎖化事業に
係る特定の商標、商号その他の表示について記載すること。 

７ 特定排出者の主たる事業の欄は、日本標準産業分類の細分類に従って事業名を記載し、二以上の
業種に属する事業を行う特定排出者にあっては、そのうちの主たる事業を記載すること。  

様式第１（第４条関係） 
温室効果ガス算定排出量等の報告書 

年   月   日 
事業所管大臣（地方支分部局長） 殿 

報告者 住  所
（ふりがな）

 〒 

氏  名
（ふりがな）

                   印 

（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 
 

地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律第 117 号。以下「法」という。）第 26 条第１項
及び第２項の規定により、温室効果ガス算定排出量等に関する事項について、次のとおり報告します。 

 
特定排出者コード          
特定事業者番号 

（特定連鎖化事業者番号）  
（ふりがな） 

特 定 排 出 者 の 名 称 
 

（前回の報告における名称） 

 

 
 

所 在 地 
 

（ふりがな） 

〒   －     
都道 市区 
府県 町村 

 
 
 

商 標 又 は 商 号 等  
特定排出者の主たる事業  事業コード     
特定排出者の主たる事業を所管する大臣  
特定排出者において常時使用される従業員の数  
温室効果ガス算定排出量及び調整後温室効果ガス排出量 第１表、第２表及び別紙のとおり 
権利利益の保護に係る請求の有無 
（該当するものに○をすること） 

１．有 
 
２．無 

その他の関連情報の提供の有無 
（該当するものに○をすること） 

１．有 
 
２．無 

 
担   当   者 
（問い合わせ先） 

 
 

部     署  
（ふりがな） 

氏     名 
 

電 話 番 号  

※受理年月日     年   月   日 ※処理年月日     年   月   日 
 
備考 １ 本報告書は、特定排出者ごとに作成すること。 

２ 氏名（法人にあってはその代表者の氏名）を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあっ
てはその代表者）が署名することができる。 

３ 特定排出者コードの欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定めるところにより、特定排出者ごと
に付された番号を記載すること。 

４ 特定事業者番号（特定連鎖化事業者番号）の欄には、別途経済産業大臣が付した番号がある場合
に記載すること。 

５ 前回の報告における名称の欄は、変更された場合のみ記載すること。 
６ 特定排出者が連鎖化事業者に該当する場合にあっては、商標又は商号等の欄に当該連鎖化事業に
係る特定の商標、商号その他の表示について記載すること。 

７ 特定排出者の主たる事業の欄は、日本標準産業分類の細分類に従って事業名を記載し、二以上の
業種に属する事業を行う特定排出者にあっては、そのうちの主たる事業を記載すること。  
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８ 特定排出者において常時使用される従業員の数の欄には、前年４月１日現在（前年度中に事業を
開始した特定排出者においては事業を開始した日）における人数を記載すること。 

９ 権利利益の保護に係る請求の有無の欄は、本報告が法第 27 条第１項の請求に係るものである場合
は「１．有」に○をすること。 

10 その他の関連情報の提供の有無の欄は、法第 32 条第１項の規定による情報の提供がある場合は
右欄「１．有」に○をすること。 

11 ※の欄には、記載しないこと。 
12 報告書及び別紙の用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。  

第 １ 表 ～ 第 ４ 表 （ 略 ） 

 

８ 特定排出者において常時使用される従業員の数の欄には、前年４月１日現在（前年度中に事業を
開始した特定排出者においては事業を開始した日）における人数を記載すること。 

９ 権利利益の保護に係る請求の有無の欄は、本報告が法第 27 条第１項の請求に係るものである場合
は「１．有」に○をすること。 

10 その他の関連情報の提供の有無の欄は、法第 32 条第１項の規定による情報の提供がある場合は
右欄「１．有」に○をすること。 

11 ※の欄には、記載しないこと。 
12 報告書及び別紙の用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。  

第 １ 表 ～ 第 ４ 表 （ 略 ） 

 

第５表の１ 調整後温室効果ガス排出量の算定に用いた国内認証排出削減量及び海外認証排出削減量
の量 

種      別 合  計  量 

１．  t-CO2 

２． 
t-CO2 

３． t-CO2 

４． 
t-CO2 

  

備考 本表の各欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定める国内認証排出削減量の種別ごとの合計量並びに
環境大臣及び経済産業大臣が定める海外認証排出削減量の種別ごとの合計量を記載すること。併せて、
第５表の２に、本欄に記載した国内認証排出削減量に係る情報を、第５表の３に、本欄に記載した海
外認証排出削減量に係る情報を記載すること。  

 

 
 
 
 
 
 

 

 

第５表の１ 調整後温室効果ガス排出量の算定に用いた京都メカニズムクレジットの量、国内認証排
出削減量及び海外認証排出削減量の量 

種      別 合  計  量 

１．京都メカニズムクレジット 
t-CO2 

２． 
t-CO2 

３． t-CO2 

４． 
t-CO2 

  

備考 １ 本表の１．の欄には、調整後温室効果ガス排出量の算定に用いた京都メカニズムクレジット（法
第２条第６項に規定する算定割当量をいう。以下同じ。）の合計量を記載すること。併せて、第５
表の２に、本欄に記載した京都メカニズムクレジットに係る情報を記載すること。 

２ 本表の２．以降の欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定める国内認証排出削減量の種別ごとの
合計量並びに環境大臣及び経済産業大臣が定める海外認証排出削減量の種別ごとの合計量を記載す
ること。併せて、第５表の３に、本欄に記載した国内認証排出削減量に係る情報を、第５表の４に、
本欄に記載した海外認証排出削減量に係る情報を記載すること。  
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（ 削 る ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５表の２ 国内認証排出削減量に係る情報 

削減量の種別  

特定番号 無効化日又は移転日 無効化量又は移転量 

～  t-CO2 

～  t-CO2 

～  t-CO2 

～  t-CO2 

合  計  量 
t-CO2 

備考 １ 本表は、国内認証排出削減量の種別ごとに記載すること。 
２ 算定に用いた国内認証排出削減量の種別が二以上になる場合には、表の追加を行うこと。 
３ 国内認証排出削減量は、無効化日又は移転日ごとに記載すること。 
４ 特定番号の欄には、無効化又は移転した国内認証排出削減量を特定する番号を、クレジットブロ

ックのユニット開始番号とユニット終了番号を「～」でつなぐことにより記載すること。 
５ 無効化日又は移転日の欄には、排出量調整無効化を行った日付又は登録簿上に記載された移転の

日付を記載すること。 
６ 無効化量は正の値、移転量は負の値で記載すること。 
７ 本表に記載した全ての国内認証排出削減量について、特定排出者が無効化又は移転を行ったこと

を確認できる資料を添付すること。  

 

第５表の２ 京都メカニズムクレジットに係る情報 

識別番号 移転日 移転した量 

～  t-CO2 

～  t-CO2 

～  t-CO2 

～  t-CO2 

合  計  量 t-CO2 
備考 １ 移転日の欄には、国の管理口座への移転を行った日付を記載すること。 

２ 本表に記載したすべての京都メカニズムクレジットについて、特定排出者が国の管理口座への移
転を行ったことを確認するため、国別登録簿システムから入手できる「算定割当量振替通知」を添
付すること。  

 

第５表の３ 国内認証排出削減量に係る情報 

削減量の種別  

識別番号 
対象企業名 

（特定排出者コー

ド） 

無効化日又

は移転日 無効化量又は移転量 

   t-CO2 

   t-CO2 

   t-CO2 

   t-CO2 

合  計  量 
t-CO2 

備考 １ 本表は、国内認証排出削減量の種別ごとに記載すること。 
２ 算定に用いた国内認証排出削減量の種別が二以上になる場合には、表の追加を行うこと。 
３ 国内認証排出削減量は、無効化日又は移転日ごとに記載すること。 
４ 無効化日又は移転日の欄には、排出量調整無効化を行った日付又は登録簿上に記載された移転の

日付を記載すること。 
５ 無効化量は正の値、移転量は負の値で記載すること。 
６ 本表に記載した全ての国内認証排出削減量について、特定排出者が無効化又は移転を行ったこと

を確認できる資料を添付すること。  
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第５表の３ 海外認証排出削減量に係る情報 

削減量の種別  

識別番号 無効化日 無効化量 

  t-CO2 

  t-CO2 

  t-CO2 

  t-CO2 

合  計  量 
t-CO2 

備考 １ 本表は、海外認証排出削減量の種別ごとに記載すること。 
２ 算定に用いた海外認証排出削減量の種別が二以上になる場合には、表の追加を行うこと。 
３ 識別番号の欄には、無効化した海外認証排出削減量を識別する番号のすべて（制度記号、ホスト

国名コード、クレジット発行国名コード、クレジットブロックのユニット開始番号、クレジットブ
ロックのユニット終了番号、プロジェクト番号、クレジット発行回数、クレジット発行年、排出削
減年を示す、アルファベット、記号、及び数字）を記載すること。 

４ 無効化日の欄には、排出量調整無効化を行った日付を記載すること。 
５ 本表に記載した全ての海外認証排出削減量について、特定排出者が無効化を行ったことを確認で

きる資料を添付すること。  

 

第 ６ 表 ・ 別 紙 （ 略 ） 

 

第５表の４ 海外認証排出削減量に係る情報 

削減量の種別  

識別番号 
対象企業名 

（特定排出者コー

ド） 
無効化日 無効化量 

   t-CO2 

   t-CO2 

   t-CO2 

   t-CO2 

合  計  量 
t-CO2 

備考 １ 本表は、海外認証排出削減量の種別ごとに記載すること。 
２ 算定に用いた海外認証排出削減量の種別が二以上になる場合には、表の追加を行うこと。 
３ 無効化日の欄には、排出量調整無効化を行った日付を記載すること。 
４ 本表に記載した全ての海外認証排出削減量について、特定排出者が無効化を行ったことを確認で

きる資料を添付すること。  

 

 

第 ６ 表 ・ 別 紙 （ 略 ） 
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様式第２（第 11 条及び第 19 条関係） 

温室効果ガス算定排出量の増減の状況に関する情報その他の情報 
 

提供年度：   年度 
 
 地球温暖化対策の推進に関する法律第 32 条第１項の規定により、温室効果ガス算定排出量の増減の
状況に関する情報その他の情報について、次のとおり提供します。 
 
１．この情報は、特定排出者全体に係るものであり、環境大臣及び経済産業大臣により公にされること
に同意の上提供するものです。（特定排出者として１枚のみ提出可） 

２．この情報は、当事業所のみに係るものであり、請求に応じてのみ開示されることに同意の上提供す
るものです。（事業所として１枚のみ提出可） 

                   （該当するいずれかの番号を記載すること）→ 
 

特 定 排 出 者 コ ー ド          事業所番号  

都 道 府 県 コ ー ド               事 業 コ ー ド                 
エネルギーの使用の合理化等に関
する法律に基づく第一種エネルギ
ー管理指定工場等等の該当の有無 
（該当する場合には同時に提出する報

告書に係る右の区分及び同法に基づく

指定に係る番号を記載すること。） 

１．第一種エネルギー管理指定工場等 
２．第二種エネルギー管理指定工場等 
３．特定貨物輸送事業者 ４．特定荷主 
５．特定旅客輸送事業者 ６．特定航空輸送事業者 

指 定 番 号           
 
１．温室効果ガス算定排出量の増減の状況に関する情報 
  

 
 
 

２．温室効果ガス排出原単位の増減の状況に関する情報 
  

 
 
 

３．温室効果ガスの排出量の削減に関し実施した措置に関する情報 
  

 
 
 

４．温室効果ガス算定排出量等の算定方法及び算定の基礎となるデータの管理方法に関する情報 
  

 
 
 

５．その他の情報 
  

 
 
 

担 当 者         
（問い合わせ先） 

部 署         
（ふりがな） 

氏 名        

 

 

電 話 番 号         
※受理年月日     年   月   日 ※処理年月日     年   月   日 

 

 

 

 

様式第２（第 11 条及び第 19 条関係） 

温室効果ガス算定排出量の増減の状況に関する情報その他の情報 
 

提供年度：   年度 
 
 地球温暖化対策の推進に関する法律第 32 条第１項の規定により、温室効果ガス算定排出量の増減の
状況に関する情報その他の情報について、次のとおり提供します。 
 
１．この情報は、特定排出者全体に係るものであり、環境大臣及び経済産業大臣により公にされること
に同意の上提供するものです。（特定排出者として１枚のみ提出可） 

２．この情報は、当事業所のみに係るものであり、請求に応じてのみ開示されることに同意の上提供す
るものです。（事業所として１枚のみ提出可） 

                   （該当するいずれかの番号を記載すること）→ 
 

特 定 排 出 者 コ ー ド          事業所番号  

都 道 府 県 コ ー ド               事 業 コ ー ド                 
エネルギーの使用の合理化等に関
する法律に基づく第一種エネルギ
ー管理指定工場等等の該当の有無 
（該当する場合には同時に提出する報

告書に係る右の区分及び同法に基づく

指定に係る番号を記載すること。） 

１．第一種エネルギー管理指定工場等 
２．第二種エネルギー管理指定工場等 
３．特定貨物輸送事業者 ４．特定荷主 
５．特定旅客輸送事業者 ６．特定航空輸送事業者 

指 定 番 号           
 
１．温室効果ガス算定排出量の増減の状況に関する情報 
  

 
 
 

２．温室効果ガス排出原単位の増減の状況に関する情報 
  

 
 
 

３．温室効果ガスの排出量の削減に関し実施した措置に関する情報 
  

 
 
 

４．温室効果ガス算定排出量等の算定方法及び算定の基礎となるデータの管理方法に関する情報 
  

 
 
 

５．その他の情報 
  

 
 
 

担 当 者         
（問い合わせ先） 

部 署         
（ふりがな） 

氏 名        

 

 

電 話 番 号         
※受理年月日     年   月   日 ※処理年月日     年   月   日 
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※ こ の 他 、 様 式 １ の ２ 、 様 式 ３ ～ 様 式 ６ に つ い て 、 提 出 者 等 を 記 入 す る 欄 を 「 住 所 」 「 法 人 名 」 「 代 表 者 の 役 職 名 」 「 代 表 者 の 氏 名 」

を 記 載 す る よ う に 改 正 す る 。 

 

備考 １ 本様式の提出は任意であること。必要に応じ、事業所ごと又は特定排出者ごとに１枚作成し、
事業所に係るものは当該事業所の報告に添えて、特定排出者に係るものは当該特定排出者が設
置するいずれかの事業所の報告又はエネルギーの使用の合理化等に関する法律に基づく特定
貨物輸送事業者、特定荷主、特定旅客輸送事業者及び特定航空輸送事業者として行う報告に添
えて、提出すること。 

２ 提供された事業所に係る情報については請求に応じて開示され、特定排出者に係る情報につ
いては公表されるものであること。 

    ただし、製品の販売のための広告等法の規定の趣旨に反して記載された情報であると認めら
れるものについては、この限りでない。 

３ すべての欄に記載する必要はないこと。 
４ 記載した情報の詳細について環境報告書、ホームページ等を通じて参照できる場合には、そ

の参照先を記載する等により、各欄への記載は、簡潔にまとめて行うよう努めること。 
   ５ 特定排出者コード、都道府県コード及び事業コードの欄には、環境大臣及び経済産業大臣が

定めるところにより、それぞれ特定排出者、都道府県及び事業ごとに付された番号を記載する
こと。 

６ 事業所番号の欄には、様式第１第６表の事業所番号を記載すること。 
７ 温室効果ガス算定排出量の増減の状況に関する情報の欄には、温室効果ガス算定排出量の増

減の状況のほか、増減の理由その他の増減の状況に関する評価について記載することができ
る。 

８ 温室効果ガス排出原単位の増減の状況に関する情報の欄には、温室効果ガス排出原単位（温
室効果ガス算定排出量その他の事業所又は特定排出者において把握している温室効果ガスの
排出量（以下単に「温室効果ガスの排出量」という。）を、生産数量又は建物延床面積その他
の当該排出量と密接な関係を持つ値で除した値をいう。以下同じ。）の増減の状況のほか、増
減の理由その他の増減の状況に関する評価について記載することができる。 

９ 温室効果ガスの排出量の削減に関し実施した措置に関する情報の欄には、事業所又は特定排
出者における省エネルギー対策その他の取組、製造した製品等による他の者の温室効果ガスの
排出量の削減に寄与する取組、事業所横断的な取組等の概要について記載することができる。
その際、削減効果と併せて記載することができる。 

10 温室効果ガス算定排出量等の算定方法及び算定の基礎となるデータの管理方法に関する情
報の欄には、温室効果ガス算定排出量、本様式において記載した温室効果ガス排出原単位及び
温室効果ガスの排出量の削減に関し実施した措置に係る削減効果の算定方法の詳細並びに算
定に必要なデータを把握する具体的方法について記載することができる。 

11 その他の情報の欄には、温室効果ガスの吸収作用の保全及び強化のための措置、国内認証排
出削減量及び海外認証排出削減量の移転及び取得に関すること、再生可能エネルギーの環境価
値として第三者機関の認証を受け発行される証書の購入量、事業者のサプライチェーン全体に
おける温室効果ガス排出量の情報等、１から４までの各欄に記載しなかった温室効果ガスの排
出の抑制等に関する情報について記載することができる。 

12 担当者の欄は、温室効果ガス算定排出量を報告した書類において記載した担当者と同一であ
る場合には、記載する必要はないこと。 

13 ※の欄には、記載しないこと。 
14 本様式の用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。  

備考 １ 本様式の提出は任意であること。必要に応じ、事業所ごと又は特定排出者ごとに１枚作成し、
事業所に係るものは当該事業所の報告に添えて、特定排出者に係るものは当該特定排出者が設
置するいずれかの事業所の報告又はエネルギーの使用の合理化等に関する法律に基づく特定
貨物輸送事業者、特定荷主、特定旅客輸送事業者及び特定航空輸送事業者として行う報告に添
えて、提出すること。 

２ 提供された事業所に係る情報については請求に応じて開示され、特定排出者に係る情報につ
いては公表されるものであること。 

    ただし、製品の販売のための広告等法の規定の趣旨に反して記載された情報であると認めら
れるものについては、この限りでない。 

３ すべての欄に記載する必要はないこと。 
４ 記載した情報の詳細について環境報告書、ホームページ等を通じて参照できる場合には、そ

の参照先を記載する等により、各欄への記載は、簡潔にまとめて行うよう努めること。 
   ５ 特定排出者コード、都道府県コード及び事業コードの欄には、環境大臣及び経済産業大臣が

定めるところにより、それぞれ特定排出者、都道府県及び事業ごとに付された番号を記載する
こと。 

６ 事業所番号の欄には、様式第１第６表の事業所番号を記載すること。 
７ 温室効果ガス算定排出量の増減の状況に関する情報の欄には、温室効果ガス算定排出量の増

減の状況のほか、増減の理由その他の増減の状況に関する評価について記載することができ
る。 

８ 温室効果ガス排出原単位の増減の状況に関する情報の欄には、温室効果ガス排出原単位（温
室効果ガス算定排出量その他の事業所又は特定排出者において把握している温室効果ガスの
排出量（以下単に「温室効果ガスの排出量」という。）を、生産数量又は建物延床面積その他
の当該排出量と密接な関係を持つ値で除した値をいう。以下同じ。）の増減の状況のほか、増
減の理由その他の増減の状況に関する評価について記載することができる。 

９ 温室効果ガスの排出量の削減に関し実施した措置に関する情報の欄には、事業所又は特定排
出者における省エネルギー対策その他の取組、製造した製品等による他の者の温室効果ガスの
排出量の削減に寄与する取組、事業所横断的な取組等の概要について記載することができる。
その際、削減効果と併せて記載することができる。 

10 温室効果ガス算定排出量等の算定方法及び算定の基礎となるデータの管理方法に関する情
報の欄には、温室効果ガス算定排出量、本様式において記載した温室効果ガス排出原単位及び
温室効果ガスの排出量の削減に関し実施した措置に係る削減効果の算定方法の詳細並びに算
定に必要なデータを把握する具体的方法について記載することができる。 

11 その他の情報の欄には、温室効果ガスの吸収作用の保全及び強化のための措置、気候変動に
関する国際連合枠組条約の京都議定書（以下「京都議定書」という。）第６条１に規定する事
業、京都議定書第 12 条１に規定する低排出型の開発の制度に係る事業活動等の内容及びこれ
らに係る排出削減単位及び排出削減量の移転及び取得に関すること等、１から４までの各欄に
記載しなかった温室効果ガスの排出の抑制等に関する情報について記載することができる。 

12 担当者の欄は、温室効果ガス算定排出量を報告した書類において記載した担当者と同一であ
る場合には、記載する必要はないこと。 

13 ※の欄には、記載しないこと。 
14 本様式の用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。  


